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はじめに

　私は、40年近く裁判官を務めていました。その
うち、８年近く東京地方裁判所の行政部で行政処
分取消訴訟や税務処分取消などの行政事件を担当

しました。また、行政局という最高裁判所の行政
事件関係の訴訟の調査研究等を専門的に取り扱う
ところに４年おり、合わせて十数年、行政事件に
取り組んできました。その後、弁護士になり、企
業の社外監査役も務めています。
　そこで前置きとして、裁判官とはどのような仕

企業不祥事の原因と
その対策等について

　第Ⅰ部の講演では、元名古屋高等裁判所長官で現在弁護士として活躍されている中込
先生に、企業不祥事の原因とその対策等についてお話しいただいた。
　中込先生は、第三者の調査委員等として関わった６社の不祥事について、その原因や
経緯を話すとともに、その対応策を解説した。そして、現場と本社の意思疎通が図られ
ていないこと、取締役会にチェック機能がないこと、株主に情報開示がなされていない
ことなどが不祥事を招く原因になるとし、そのようなことが起こらない企業内の組織づ
くりが必要だと強調された。

日時：平成26年５月23日（金）13：40～15：40

弁護士（ふじ合同法律事務所所属弁護士。元名古屋高等裁判所長官）

中込秀樹
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裁判官の役割などについて説明する中込先生

事をしているのかを少しご紹介します。

裁判官という存在

　まず、裁判官は、裁判を行う裁判官と司法行政
に取り組む裁判官に分かれています。私は裁判と
司法行政を半分ずつ経験しました。
　裁判官は、一般的な世間との交渉はほとんどあ
りません。お歳暮やお中元などが届けられても、
絶対受け取るなと家族に伝えており、家族も受け
取りません。また、検証などで訪問するとお茶が
出されたりしますが、お茶くらいは飲んだとして
もお菓子は食べません。かなり厳格に区別し、原
告と１時間話をしたら、被告とも同じくらい話を
します。公平公正を旨としているのです。
　裁判官になって６年目に入ると、特例判事補に
なります。判事補は判事の仕事はまだ行えず、本
来は10年経たなければ一人前の裁判官として判決
できないわけです。しかし、職権特例に関する法
律があり、６年目になったら10年目と同じことが
行えるようになります。それを特例判事補といい
ます。つまり、特例で判事の仕事ができる判事補
であり、６年目になると一人前の裁判官になるの
です。その前に研修を行いますが、私も弁護士に
なってから研修の講師役に呼ばれ、裁判官として
気をつけなければならないことや一般家庭の日常
生活との違いなどについて話しました。
　裁判官として非常に大事なのは、自分の考えを
きちんと主張することです。民事裁判にしろ、刑
事裁判にしろ、裁判官の判断が絶対だからです。
それだけに責任は非常に重く、しかもその責任は
問われません。だからこそ安易な判断は許されま
せん。
　判断するための一番の基本となるのは、記録を
読むことです。全身全霊を打ち込んで記録をきち
んと読み込み、自分の問題として考えていかなけ
ればなりません。裁判では弁護士もいろいろな主
張をしますが、弁護士だからといって、事実関係
や当事者のことをすべて分かった上で主張してい
るかといえば、決してそんなことはありません。
弁護士も当事者の主張を自分なりに解釈して弁護

しているわけですから、食い違っていることもあ
り得るのです。それだけに、裁判官は記録を深く
読み込んで真意を探り、それに基づいて判断する
ことが大事なのです。
　その記録の読み方について、判事補から質問さ
れることがあります。というのも、裁判官は訴状
や証拠などの記録を読むのが仕事で、３分の１以
上はそれに費やしています。最初から関わってい
れば訴状の内容は分かるのですが、異動してきて
事件を引き継ぐ場合、大規模な損害賠償になると
記録だけでロッカー何個分にもなっていることが
あります。それを初めから読んで内容を把握して
から法廷に出なければなりません。
　しかし、記録の読み込みに時間をかけていては、
裁判は進みません。キャリアを積んだ裁判長は、
判事補が端から端まで読むのに１か月かかる記録
を長くて２日、場合によっては１日で読んでしま
うのです。しかも内容の理解度が、判事補には及
びもつかないくらい早く、しかも深いのです。
　なぜそんなに早く読めるのかといえば、ベテラ
ンの裁判官は記録のどこに何があるかを把握して
いるからなのです。例えば、貸金訴訟であれば借
用書が出ており、株の関係では取締役会や株主総
会の議事録などがあり、それに対する主張があり
ます。争いにおいては、必ず証拠があるわけです
から、その証拠を見て何が欠けているのか、ある
いは欠けているのはどうしてなのかなど、自分の
頭の中で疑問と答えを出しながら行ったり来たり
して読むのです。そうやって問題点を明確にし、
整理しながら読み進めれば、すべてを読む必要は
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ないのです。本当に必要な記録は全体の３分の１
もありません。必要な部分だけをきちんとピック
アップして読めばいいのです。証拠を整理しなが
ら主張を読めば短時間で済みます。しかも内容は
きちんと理解できるわけです。そうは言っても、
その読み方はなかなかできるものではありません。
分厚い記録の中で本当に読まなければならない部
分はどこかの選別には努力と経験が必要です。
　以上、裁判官の話はこれくらいにし、本題の株
式会社の不祥事の事後対応について、私の経験に
基づきお話しします。

株式会社の不祥事の事後対応

（1）東京電力関係
　私が最初に関わったのは東京電力関係の不祥事
で、原子力発電所の原子炉のトラブル隠しです。
福島原発事故前の平成18年のことでした。原子力
発電所には２年に一度定期点検があります。そこ
で何か問題が見つかると停止しなければならず、
次に稼働できるまでに半年から１年くらいかかり
ます。なるべく停止期間を短くしたいというのが
電力会社の共通の思いであり、定期点検もなるべ
く短い期間で済ませたい。ところが、何かトラブ
ルが見つかって報告すると直ちに停止しなければ
ならないので、隠せるものなら、なるべく隠した
いという気持ちが次第に働くようになっていった
わけです。すべてではないものの、そのようなこ
とが行われるようになり、東京電力では以前にも
大規模なトラブル隠しが判明しました。それを教
訓に改善に取り組んだはずなのですが、また見つ
かってしまったというのが平成18年の事案です。
しかも今度は原子力だけでなく、水力発電や火力
発電のトラブル隠しや事故隠しが判明しました。
　例えば、水力発電では、山の上に水を溜めると
ころをつくっておき、夜間電力で下から水を汲み
上げて満杯にし、それを昼間落として発電するわ
けです。そういう発電所は結構あり、そのひとつ
である群馬県前橋の発電所で水漏れが起き、水を
汲み上げても一定量にならなくなりました。なか
なか気づかなかったのですが、突然水が噴出して

川の流れが変わったりしたので調べてみると、ど
うも発電所の水が漏れているらしいと大騒ぎにな
りました。水路が変わるので、漁業者は大きな損
害を被ります。実は発電所側はそのことを把握し
ており、なんとか直そうとして報告していなかっ
たのです。それが近隣市町村からの申告で発覚し
たのです。
　そういう体質を改めるため、平成18年８月に特
別調査委員会が設置されました。私はその諮問委
員の立場で再発防止対策に取り組みました。
　私どもがどのような対策をしなければならない
のかを調査して気づいたのは、現場とそれを司る
本社の意思疎通が全然できていないことでした。
現場はいかに本社をやりすごすかに腐心し、本社
の人たちは自分たちの威厳が保たれていれば満足
で、現場のことを知っている人はそんなに多くあ
りません。
　福島原発事故も、結局、私どもが平成18年に指
摘したことが生かされていなかったことが、事故
対応のまずさにつながったのではないかと感じて
います。民主党政権の不手際に振り回された面は
あったようですが、もう少し本社でコントロール
すべきでした。
　そのような現場と本社との意思疎通が取れてい
ないことが不祥事を招いた大きな原因であり、本
社組織と現場が離れている企業では、同じような
問題を抱えているのではないかと思います。

（2）西松建設関係
　次に、西松建設の不祥事です。西松建設は中堅
のデベロッパーで、東北や東南アジアなどでのト
ンネルや大きな橋梁など大規模土木工事にかなり
秀でており、官需を中心にしています。
　その西松建設で、平成20年に社長や副社長、幹
部が逮捕されました。その最も大きな理由は、裏
金をつくったことです。恐らく政治献金で流れた
のだろうという話でした。だいぶ新聞報道されま
したが、その献金の流れは結局つかめませんでし
た。これが西松建設事件の発端です。
　平成20年６月に、東京地検特捜部が西松建設を
外為法違反の被疑事実で家宅捜索しました。その
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企業不祥事について解説する中込先生

前に西松建設の海外事業の副事業部長が海外市場
で裏金をつくって一部着服しているという疑惑が
浮上しました。本人を呼び寄せて調査すると、本
人は辞職するとともに内部告発をしたのです。そ
の内部告発で家宅捜索が行われ、さらに内部告発
した本人も逮捕されました。社長も逮捕される恐
れがあったことから、嫌疑を免れるためにその社
長が調査委員会を設置したのです。弁護士が何人
か入って調査しましたが、これがあまり機能しま
せんでした。というのは、内部の社員が非協力だっ
たからです。要するに、外部へのポーズのような
感じでつくった委員会ですから、さっぱり進まな
いうちに社長が逮捕されました。
　そこで代理の社長が本格的な調査の必要性を痛
感し、社内に調査委員会を設けて、私ども弁護士
３人と公認会計士が調査委員会の諮問委員会とし
て招聘されたというのが西松建設の事案です。
　西松建設の事案での問題は３つありました。
　１つは、海外裏金問題。香港にペーパーカンパ
ニーを設立して架空発注で裏金をつくり、資金提
供を行った。裏金はお腹に巻いたりカバンに入れ
たりして日本へ持ち込んでいました。その額は
３億3000万円くらいに達しており、それがどこに
使われたのか、その使途はほとんど明らかになり
ませんでした。結局、社長、担当役員、副事業部
長が起訴されて、副事業部長は実刑、ほかは執行
猶予になり、会社も罰金に処されました。裏金が
どれだけ使われたかは結局分かりませんでしたが、
最終的な裏金の総額は９億円くらいだったという
ことは分かりました。
　２つめは、政治献金です。政治資金規正法で会
社からの直接の献金は禁止されました。したがっ
て、西松建設ではOBなどに会社とは直接関係ない
政治団体をつくらせてその団体職員に献金させ、
後で特別賞与と称して補填していたのです。それ
も発覚し、政治資金規正法違反で刑事処罰の対象
になりました。
　３つめは、この政治団体が２つあり、もう１つ
は特別支出金を扱っていたことです。支出してい
るのですが、その使途が分からない使途不明金と
なっていました。実は不明ではなく使途を隠して

いたので使途秘匿金です。これは課税されるわけ
ですが、その使途は頑としていわない。先ほどの
裏金は、当然課税されていなかったわけで、これ
は後で９億円の追徴課税を受けました。それに対
し、特別支出金は支出としてきちんと申告してお
り、課税されていました。しかし、使途が分から
ないのです。そのため、全額、所得として課税さ
れていたわけで、税務署としては所得として把握
されればそれでよく、その使途についてはあまり
追求しません。それが特別支出金で、これも26億
円ほどありました。26億円の使途が不明というこ
となど、通常とても信じられないでしょう。
　しかし、この使途はかなり分かっていて、地元
対策で使われていたのです。つまり地方で大規模
な事業を行うときに、地方の有力者や地権者など
にお金を配っていたのです。もちろん、政治家に
も配っています。デベロッパーにはそういう対策
のためのお金が必要だということなのです。使途
を明らかにすると、あちこちに迷惑がかかるので
使途は明らかにできない性格のお金です。
　しかし、不明朗な支出であることに変わりはあ
りません。コンプライアンスの観点からも、使途
不明金があるようでは会社の信用を損ねます。上
場会社としてあってはならないことで、使途不明
金は一切なくすべきだということになります。そ
の使途については、領収書などはありませんが、
それなりのメモが残っていたり、払った人が現に
いるので、どこにどのくらい払ったかを直接聞き
出して分かったのです。
　西松建設は刑事罰も受け、官庁の発注が２年停
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多くの聴講者で埋まった会場

止され、相当信用を落としました。それを受けて
西松建設は、社長以下、取締役はすべて代わりま
した。当時40代の人が社長となり、その下で頑張っ
ています。経営体制が一新したことで、銀行関係
の信用も維持され、会社は存続しました。
　その経営体制の一新に当たって私どもは、取締
役会について次のような報告を行いました。
「過去10年以上遡って取締役会の議事録の調査を
行ったが、今回問題となっている所見、先ほどの
３件については、取締役会に諮られて決議された
形跡は皆無である。当然のことながら、これら事
項の事後の経過および結果が取締役社長から取締
役会に対して報告された実績もない。また遅くと
も、取締役社長に就任した平成15年６月以降は、
取締役会において自由闊達な議論が展開されるこ
とはなく、その社長の独壇場で、ほかの取締役か
ら議案ないし議事に対する反対意見が述べられた
ことは極めて稀である。当社で、西松建設の報告
書の諸問題が取締役会の議題として上程されたこ
とはなく、したがって取締役だった者らが諸問題
に対して消極的というより、むしろこれを承諾し
ていると断定することはできない。また、否決す
べき議事であると知りつつ、これに反対意見を述
べなかったという不作為の責任を論じることも、
これら取締役にはいささか酷であると言わざるを
得ない。この社長時代には、この諸問題はいずれ
も縦割りにされていて、その系列に属さない取締
役はそのような行為が行われているかどうかとい
う基本的な部分からまったく知らされていないと
いう状況にあった、ということは明らかだ。」

　つまり、社長が操作し、一部の者にしか分から
ないという状態であったということです。本来、
取締役会にかけなければならないことをワンマン
社長がかけなかった。それに対して周りの者も一
切意見をいわず、分かりましたという体制ができ
上がっていました。これが一番の問題だったわけ
です。その結果、刑事罰を受けるまでの事態を招
きました。一部上場企業がそこまでになってしま
うというのは大変な話です。

（3）オリンパス関係
　西松建設の不祥事から暫くして起こったのが、
オリンパスの不祥事です。代表取締役を解職され
たマイケル・ウッドフォードは本を出し、テレビ
にも出演してかなり話題になりました。
　オリンパスは、内視鏡では世界シェア６～７割
を占める優れた技術を持つ会社です。そのオリン
パスの不祥事は、900億円に上る巨額な損失を何十
年にもわたって飛ばし続けていた。一部の役員が
共謀し、社長以下が長年にわたって操作して揉み
消そうとしたという話です。損失額が大きく、や
り方も巧妙でした。一部、公認会計士から指摘さ
れて減損処理している部分はありましたが、900億
円のごく一部で、巨額の損失が７年も８年も秘匿
され続けてきたという信じられないような事案で
した。
　まず、解職されたウッドフォードがおかしいで
はないかと公表したことで、真相解明を求める世
論や株主の声が高まり、株が急落しました。
　オリンパスの経営陣は、ウッドフォード１人を
抑えればなんとかなると思っていたのです。ウッ
ドフォードはかなり早くからイギリスのオリンパ
スに入って支店長になった人です。ヘッドハンティ
ングされたわけではなく、イギリスで実績を上げ
て下から上がってきた人で、社長に据えられまし
た。外国人だから、巨額の損失の飛ばしの処理も
隠せるのではないかと思ったのでしょう。
　ところが、ウッドフォードは最初からイギリス
の弁護士に相談して内情を暴露したのです。その
時点で会社の経営者側は、ウッドフォードはとん
でもない跳ね返り者だといって非難した。そして
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ごまかすために調査委員会を立ち上げ、私どもが
呼ばれたのです。
　最初は、社長以下が口裏を合わせて、絶対そん
な問題の処理はないと主張しました。ところが、
噂はあちこちに飛んでいて、その後、新聞でも記
事になって、もう隠し切れないとなり、全面的な
自白が行われました。それから本格的な調査が始
まったのです。
　飛ばした額は、９百数十億円です。バブル期に
かなり危険な取引を行った結果、穴をあけたので
すが、これをいきなり埋めるのは難しかった。飛
ばそうと思いついたのは、当時証券などは買った
ときの価格で帳簿に計上すればよかったからです。
買取価格では辻褄が合うわけですからごまかせる。
それで、飛ばしを始めたのです。
　飛ばしの手段も実に巧妙でした。まず会社に関
係ないファンド、要するに会社の貸借対照表や帳
簿に載らないファンドをつくり、そのファンドに
お金を回します。その回し方も、例えば、リヒテ
ンシュタインの銀行にお金を預け、リヒテンシュ
タインの銀行がそのファンドにお金を貸す形にし
ます。そのファンドは借りたお金で、例えば20億
円で買ったけれど、いまは1000万円くらいしか価
値のないような証券を20億円で買わせます。帳簿
には買取価格の20億円で載るわけですから、会社
には損害が生じていないことになる。一方、ファ
ンドは19億数千万円の損を抱えたことになります
が、いつまでも抱えていられないので、例えば、
巨大な企業を20億円で買収した形にして２億円上
乗せし、22億円の資産だとしてその２億を銀行へ
返済するわけです。この２億円を減価償却資産と
して毎年償却し、何年か経つとなくなるという減
価償却のテクニックを使ったのです。結局、900億
円をいろいろな迂回手段で隠し、そのファンドの
損害を減価償却資産として少し多めに計上し、そ
の資産を減価償却することでだんだん減らしてい
くというスキームです。これは公認会計士もなか
なか気づきにくい実に巧妙な方法で、証券会社出
身の専門家がごまかしのコンサルタントとして暗
躍しているのです。
　この方法も、さすがに年度を重ねていくと、ご

まかせなくなってきました。そして、ジャイラス
グループ買収に伴う損金の処理の報酬が20億円で
あまりにも高額すぎるいう話になり、これが問題
になったわけです。そこで会社が弁護士、公認会
計士、有識者の３人による第三者委員会をつくっ
て、調査した結果、適正であるということになり
ました。もっとも、第三者委員会の意見をよく見
れば、留保がいっぱいありました。それでも第三
者委員会の適正という意見が通って、いったんは
しのいだのですが、その翌年にまた問題になり、
最後は隠しきれなくなって調査委員会を立ち上げ、
私どもが呼ばれたのです。
　私どもの調査では、裏金に関する書類はほとん
ど隠滅されていて進まなかったのですが、たまた
まある社員が一部のリストを家に持ち帰っていて、
奥さんのパソコンに入れていたのです。それが唯
一の証拠となり、巨大なファンドの設立経過や何
か国にもわたってつくられたファンドの裏金処理
の大部分が解明できました。その結果、取締役社
長は逮捕され、起訴されました。
　そして、オリンパスの経営陣はすべて交代しま
した。上場廃止になってもおかしくない事案でし
たが、免れました。内視鏡という世界に冠たる技
術を持っており、この会社を潰すわけにはいかな
いということがあったのでしょう。
　このオリンパス事件では、いろいろなことが形
骸化していることが明らかになりました。例えば、
取締役会では20億円の報酬のことも議題にはなっ
ており、通常、20億円の報酬は多すぎると思うは
ずですが、質問は１つもなかったといいます。よ
く聞いてみると、当日になって初めて議題が知ら
され、口頭だったというのです。しかもその場で
資料が配られ、取締役会終了後にはすぐ回収して
しまうので手元に残らない。内容が検討できない
ように仕組まれていたわけです。それに対して、
監査役の人たちも疑問を呈しませんでした。そう
いう仕組みができ上がっており、延々と続けられ
ていたのです。
　このオリンパス事件について、「本件事案発生の
原因分析」を改めて紹介しますと、以下のとおり
です。
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「本件で問題となっている損失は、バブル経済が
絶頂期を迎えていたころに多くの企業が狂奔の渦
に巻き込まれた財テクの失敗によるものである。
1985年のプラザ合意による低金利政策以降、オリ
ンパスの営業利益が減少し、これを改善するため
営業外で利益をあげる方針を打ち出した。オリン
パスで財テクに対応するために、たくさんのグルー
プが社長になって少数精鋭グループが金融資産の
運用権限を集中して、他部門からの関与を一切遮
断した。しかしバブルが弾けたことにより、オリ
ンパスは金融資産の運用に多額の損失を抱え、メー
カーが本業以外で利益を出そうとして財テクに走
るという、当時の健全とはいえない傾向自体、反
省すべきことであろうが、財テクの失敗による多
額の損失を受けた多くの優良企業の大半は、そう
した失敗を正面から認め、本業回帰、あるいは選
択肢集中などの標語のもとに、そうした失敗によ
る損失を取り戻すことを決定し、1990年代にその
損失を決算によって顕在化し、バランスシート等、
会社の実態を正しく表わすものとし、いまでは見
事に優良企業としての英姿を取り戻している。し
かるに、オリンパスではコーポレート制の採用な
ど、専ら経営の効率性を追求する経営組織を構
築するとともに、その組織を１人のリーダーが強
力なリーダーシップをもとに動かすという体制が
長年にわたって継続し、その体制のもとにおいて
1990年代まで巨額の損失が存在することを隠し続
けただけでなく、2000年の会計基準の変更という
契機があったにもかかわらず、ファンドによる飛
ばしを用いるなどして、これを解消しなかった。」
　そしてオリンパスには、1999年９月に約960億円
の隠れ損失があったわけです。社長が交代したと
きは、多額の金融資産運用が隠されたまま引き継
がれたのです。
「2000年４月以降、改正された会計基準に合わせ
るため、自社が抱える金融資産運用損を簿外に分
離する損失処理スキームとして、飛ばしを考えた。
オリンパスの連結決算から外れるファンドなどを
利用し、含み損を抱える金融資産を簿価で売却す
る。その際、受け皿となったファンドには、自社
の預金を担保に銀行からの融資金など中間のファ

ンドを介した投資などの方法で金融資産として購
入して流した。しかし、飛ばした受け皿ファンド
の金融資産はほとんど昔のもので、いずれこれを
回収しなければならない。そこでM＆A、会社の
合併などを利用して通常よりはるかに高額な企業
買収代金やフィナンシャルアドバイザーの報酬の
支払いを装い、会社の資金を捻出して受け皿ファ
ンドに流し込んでいた。このように金融資産を解
消し、そしてこれら賠償代金と企業買収会計処理
として連結貸借対照表上、暖簾といわれる、よく
分からない企業価値を利用した。」という話です。
　オリンパスの行った行為は、金融商品取引法、
会社法に違反する行為であることはもとより、投
資家に正しい情報を提供する上場企業としても
あってはならないことです。このようなことが行
われれば、企業内部に飛ばしの実態を知る者が中
枢を占めて出世することになり、自主独立心旺盛
な企業に育ちません。しかも人事、財務を中心と
する部門も当該リーダーが完全に掌握し、かつ財
務部門では本件損失発生の原因となる金融資産の
運用について、専ら財務部のみがその取引を実行
し、かつ取引結果の検証、さらには評価をも行う
という独断専行を有する業務執行体制が取られ、
他の業務部門による牽制、監督がまったく利かな
かったということです。
　さらに、経営トップによる処理および隠蔽は、
企業ぐるみではないかとかなり批判されました。
企業ぐるみなのですが、私どもがそう指摘すると
会社は上場廃止になって潰れてしまいますから、
そこまでは書けませんでした。
　また、「企業風土、意識に問題があった。隠蔽の
手段が巧妙だった。」ということです。特に監査役
が全然役割を果たしていませんでした。監査法人
も同様です。それから、外部専門家の委員会や先
の第三者委員会が十分に機能を果たしませんでし
た。時間的な制約はあったとしても、可能な限り
資料を集めて調査しなければならなかったにも関
わらず、与えられた資料で調査に取り組んだとい
うのは第三者委員会としては失格です。
　それから、一部の者しか情報を持っておらず、
情報開示がなされていませんでした。しかも株主
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企業不祥事の対応策などについて話す中込先生

にまったく知らせないということは、上場会社と
しては言語道断です。株式会社である以上、常に
株主のことを念頭に置き、情報を開示して適正に
評価してもらうことが使命です。それがまったく
なされてこなかったということです。
　会社の人事ローテーションも機能していません
でした。一人の会計担当が係長から課長、部長と
なり、副社長にまで上り詰めていったわけです。
そういう人事を許した会社の体制もひどいもので、
コンプライアンス意識も欠如していました。
　最後に、外部協力者であるコンサルタントが非
常に巧妙でした。外国人もおり、みんな逃げてし
まいましたが、そういう協力者がいたこともかな
り大きかったですね。
　そして、私どもの調査委員会では、旧経営陣の
一新と監査法人のあり方を考えること、経営会議
審議会をつくること、社外取締役や社外監査役の
重視など、様々な改善方策を記した調査報告書を
提出しました。会社はこの改善策をすべて採用し、
監視委員会もつくってオリンパスは立ち直りまし
た。最近は非常に業績のいい優良企業になったと
聞いています。
　やはり、一度完全に膿を出し、人心も一新する
と若い人が上がってくるわけです。若い人が上が
ると組織は良くなるものです。辛うじて首がつな
がったという危機意識もあり、必死に取り組むよ
うになります。その意味で、真の改革ができれば
企業として復活できるのです。

（4）野村證券関係
　続いて、野村證券の事案を紹介します。野村證
券の不祥事はインサイダー疑惑です。証券会社で
は、増資の案件に取り組む一方で、その株を売り
出すという２つの役割を持っており、両方で儲け
る必要があります。増資ではきちんと手続きを踏
んでその株が売れるようにし、それを売らなけれ
ばなりません。
　ところが、増資は完全な秘密事項です。増資す
れば株の価値は薄まります。例えば、１万株を
２万株にすれば、価値は２分の１になってしまう
わけです。その増資の情報を早く入手できれば、

増資前に株を売って買い戻せば、下がった分だけ
得をします。まさにお金を生み出す情報なのです。
そういう情報を握っている人が、株を売り出して
いるわけです。そして株を売っている人たちは、
様々な情報を持っていることが強みになります。
株を買う人からどの株が上がるかを聞かれるから
です。そのためにアナリストがおり、常に株の動
向を見て投資家に情報を提供するわけです。
　このように、証券会社は二律背反の仕事を行っ
ているのです。その増資の情報が漏れれば、まさ
にインサイダー情報になります。そのため、漏れ
ないようにしているわけで、チャイニーズウォー
ルという障壁を設けて、インの増資関係の情報は
絶対にアウト部門に漏れないようにしています。
その壁として委員会を設けて、イン情報をアウト
に回すには、その委員会の承認を受けなければな
らない仕組みにしています。
　野村證券の場合は、みずほフィナンシャルグルー
プ、国際石油開発帝石（INPEX）、東京電力の株式
の増資の主幹事を務めていました。そしてこの３
つの株式について、公募が発表される数日前に何
億円もの大量の売りが特定のファンドから出され
ました。これはおかしいということで、金融庁の
証券取引等監視委員会が動き出しました。
　どうも情報が漏れた、三井系のアセット会社の
公表内容等から漏らしたのは野村證券らしいとい
うことで、新聞でも報道されました。
　それで、野村證券を調査してほしいということ
になり、私が委員長になって、私のほか２名の弁
護士で委員会を組織しました。うち１人は社外取
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締役を務めている弁護士で、もう１人は顧問弁護
士でした。
　調査を開始しましたが、インサイダーというた
めには誰が漏らしたかを特定しなければなりませ
ん。情報が分かる部署と分からない部署、絶対に
知らせない部署、一部分かる部署などがあり、ア
ウトの営業に疑いがかけられました。増資の動き
は、会社の動向を見ていると察しがつきます。ア
ナリストは投資家向けに注目すべき銘柄などのレ
ビューを定期的に出していますが、増資の話が出
るとインのほうから情報が漏れてアナリストが書
いているのではないかと疑いをかけられます。だ
から一定期間、アナリストには増資を予定してい
る会社の情報を出さないようにしています。ブラッ
クアウトという情報を出させない期間を設けてい
ます。するとアナリストの分析で、抜けている会
社があったりします。それが逆に、何かあると察
せられる要因になったりします。しかし、ブラッ
クアウトを設けないと、アナリストは増資がある
ことが分かるような分析をしてしまうので、例え
ば２週間くらい情報を止めるのです。もっとも、
情報を止めても、所詮同じ会社なので知らず知ら
ずのうちに感づかれてしまい、どうも近々増資が
ありそうだ、決算期や株主総会の日程などでだい
たいこのあたりだ、とプロには分かってしまいま
す。ですから、インサイダー情報でやったのかど
うかの判断は、非常に微妙なのです。
　ところが、金融庁は強気で取り調べ、トレーダー
に自白させようとしました。実は、野村證券も自
白してもらいたかったのです。「すみませんでした」
と頭を下げれば済むからです。しかし、自白しま
せんでした。ですから、私たちとしても、疑いは
あるけれどインサイダーがあったとは書きません
でした。情報を漏らしたところまで認定できなかっ
たからです。
　この野村證券の関係では誰も起訴されませんで
した。しかし、野村證券に対しては、チャイニー
ズウォールの運営を厳正にするように体制を改め
るべきだと提言しました。その後は、幸いそうい
う疑惑はありません。

（5）カネボウ化粧品関係
　野村證券の後は、カネボウ化粧品とみずほ銀行
の問題に取り組みました。
　カネボウ化粧品は、ロドデノール配合美白化粧
品の白斑の問題です。肌につけたら白斑症状が引
き起こされたという問題です。それが長年にわたっ
て続いていました。最初に被害を受けたのは、売
場の女性店員です。お客に勧めるために自分につ
けて売るわけですから、最初に白斑の被害に遭い
ました。それで会社に申告しました。しかし、そ
れは体質だろうと受け付けてもらえませんでし
た。お医者さんに行っても、化粧品でこんな白斑
はできないと片付けられてしまいました。３年経っ
て、その間に被害者が続々と現れ、何度も報告が
上がってきました。被害に遭った売場の女性は、
自分たちはつけなくなったのに、お客には勧める
わけです。それで被害者が広がりました。岡山大
学で集中的に症例が出て、その報告が上がってき
て初めて、これは少しおかしいと気づいたのです。
しかし、その前に気づくべきで、その契機はあり
ました。
　化粧品も薬事法の規制と審議会の議決を経て市
場に出ます。美肌化粧品は審議を通るのに大変な
お金がかかるのです。大量の申請書類を提出し、
審議に３年くらいかかる。それを無に帰すわけに
はいかないので、なんとか維持したいという気持
ちが働くのでしょう。結局、情報が重役のところ
に上がっていませんでした。社長は全然知らない
わけです。技術系の担当役員は知っていましたが、
大したことはないだろうと上に伝えていなかった
のです。そして、上に上がってきて初めて、これ
は大変だということになりました。
　現場の化粧品担当者がお客から電話相談を受け
ても上に上げず、これは病気であり、化粧品のせ
いではないと決めつけた。会社の幹部は知らない
まま３年が過ぎたという事案でした。

（6）みずほ銀行関係
　みずほ銀行関係は、反社会的勢力に関わる事案
でした。反社会的勢力については、政府の指針も
あり、銀行でも関係を絶つためにいろいろな施策
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中込先生の話に耳を傾ける聴講者

を講じています。ところが、例えば、車を購入し
た場合、反社会的勢力だからといってローンを組
むことを遮断できるか、ある日突然、反社会的勢
力だと分かったからといって、それを断ち切れる
かいう話です。
　オリエントコーポレーションは月賦販売をする
際に一応チェックはします。明らかな暴力団であ
れば遮断できますが、いわゆる反社会的勢力はもっ
と広く、企業舎弟や暴力団の資本の入っている会
社の人たちなども入ってきます。そこまではなか
なかチェックできないのです。
　みずほ銀行には、反社会的勢力をチェックする
部門がありますが、１人について判定するのに１
か月かかるといいます。かなり複雑な上に、銀行
には「不芳属性先」というのがあります。不芳と
いうのは「芳しくない」という意味で、それは反
社会的勢力よりもっと広く、銀行独自に判定基準
を設けています。例えば、ヘビークレーマーや債
務不履行者、反社会的勢力の親族などが該当し、
不芳属性先には融資は行いません。
　オリエントコーポレーションの貸したお金は、そ
のままみずほ銀行の債権になる仕組みになってい
ます。お金はみずほ銀行から出て、利息や紹介料
がみずほ銀行に入ってきます。みずほ銀行としても
小口の債権ができるからいいわけで、そういうウィ
ン・ウィンの関係でやってきましたが、その中で反
社会的勢力のチェック関係が十分に行えないわけで
す。ローンの審査に１か月もかかるようでは進みま
せん。結局、窓口で行える範囲の審査なので、反社
会的勢力の排除には限界があります。
　本件では、どのくらいの反社会的勢力が入って
いるかをオリエントコーポレーションに聴いてま
とめたものをみずほ銀行がつくっていました。そ
れをオリエントコーポレーションに報告していた
のです。オリエントコーポレーションはそれに基
づき窓口でチェックしなければならないのですが、
現実的には相当困難なのです。ローンを組めるか
どうかの審査はせいぜい１日で、それ以上かかる
ようでは話になりません。そういうこともあって、
あまり表に出ないように取締役会でも論議されて
いません。資料には反社会的勢力のものもあるの

ですが、資料は少なく、しかも一切議論されずに
会議後は即日回収されます。議題にかかったかど
うか取締役も分かりません。
　そのことが金融庁に発覚しました。これだけ報
告されているのに、なぜ対応していないのかと問
題になり、大騒ぎになったという話です。私ども
が調べると、ほんの一握りの人しかその関係の情
報を把握しておらず、経営トップを含めて取締役
も大半の人たちはまったく関心がなく、反社会的
勢力とはなんだという感じでした。
　関心がないというのは、要するにファイナンスの
仕事ばかりしている人がトップになり、店頭で人に
お金を貸し付けるなどの店頭経験者が重役にほとん
どいないからなのです。店頭で反社会的勢力の人が
来て苦労した経験を持った人はトップになっていな
いので、その重要性が分からないのです。
　結局最後は、かなりの担当者が辞任しました。
オリエントコーポレーションというのは第一勧業
銀行系の金融機関で、第一勧業銀行関係の人たち
が処分されました。みずほ銀行は第一勧業銀行、
富士銀行、日本興業銀行の合併によって誕生した
わけで、出身行のしがらみ、派閥が未だにありま
す。第一勧業銀行系以外の人たちはお咎めなしで、
みずほ銀行出身の社長が辞任しました。そのよう
な内部の派閥闘争を卒業しないことには、根本的
な問題解決は図れないという感想を持ちました。
　以上、私が関わった事案を中心に、企業の不祥
事とその対応についてお話ししました。ご清聴、
誠にありがとうございました。


